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序　　　　　文

南部アフリカ地域は、15 歳から 49 歳までの成人におけるHIV／AIDS の感染率が 20％前後と、

世界で最も AIDS によって深刻な影響を受けている地域です。その中央に位置するザンビア共和

国も、成人感染率が 19.95％（1999 年 UNAIDS）と世界で 5 番目に高い感染率となっています。

国際協力事業団は同国のザンビア大学医学部付属病院において、1989 年 4 月から 1995 年 3 月ま

で感染症プロジェクトを、引き続き 1995 年 4 月から 2000 年 3 月まで感染症対策プロジェクトを

実施してきました。これらプロジェクトの経験を踏まえ、HIV／AIDS 及びその主要な日和見感染

症である結核に対し、中央から地方に至るまでの検査体制の強化を中心に据えた「エイズおよび

結核対策プロジェクト」の実施つき協議を行うため、2001 年 3 月 14 日から 24 日まで、実施協議

調査団を派遣しました。

本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。本調査にあたり、多大なご協力を賜

りました内外の関係者に対し、深甚なる謝意を表します。

2001 年6 月

国 際 協力事業団 　 　 　

医療協力部長　遠藤　明
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1． 実施協議調査団派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯

（1）南部アフリカ地域に位置するザンビア共和国（以下、「ザンビア」と記す）は、916 万 9,000

人（2000 年、国連中位推計）、南部アフリカ 10 か国中第 6 位の人口を擁する。1980 年代半ば

以降、子ども及び成人死亡率が増加しており、5 歳未満児死亡率及び乳児死亡率は、それぞれ

197／1,000、109／1000（1992 ～ 1996 年、ZDHS96）と推計されている。ザンビアは、国連推

計により、10 年以上にわたって出生時平均余命の低下が懸念されている国の一つである。そ

の背景には、1970 年代初頭のオイルショック及び国際銅価格の下落以降の長引く国民経済の

停滞と、それによる国民栄養状態の悪化及び各種社会サービス（環境衛生、保健医療）の低下

等の構造的な要因があるとともに、最近の HIV／AIDS の急激な蔓延がある。

（2）ザンビア政府は、15 歳以上のHIV 感染率を、全国19.9%、都市部27.9%、農村部14.8%（1997

年）と推計している。UNAIDS による最新（1999 年末）の国際比較推計によれば、ザンビア

（19.95%）は、ボツワナ（35.80％）、スワジランド（25.25%）、ジンバブエ（25.06%）、レソト

（23.57%）に次いで、世界で 5 番目に 15 ～ 49 歳人口におけるHIV 感染率の高い国であり、今

後HIV／AIDS が同国の社会経済に与える負の影響は計りしれない。ただし、妊婦を対象とし

たセンチネルサーベイによれば、ルサカ市を含む主要都市部の 15 ～ 19 歳層においては感染率

の低下が観察されており、感染予防対策が効果をあげつつある兆候とみられている。

（3）HIV 感染の蔓延に伴い、ザンビアでは主要な日和見感染症である結核も急増している。保

健省によれば、1964 年の独立以降、1980 年代半ばまでは、人口10 万人当たり年間 100 例前後

の発現率で安定的に推移していたが、その後急増し、人口 10 万人当たり 500 例（1996 年）近

くにまで上昇している。加えて、不十分な対策に起因する薬剤耐性菌の出現も新たな問題とし

て浮上している。前プロジェクト派遣専門家の報告によれば、ザンビア大学付属教育病院

（University Teaching Hospital: UTH）患者からのサンプルを用いた調査で、4.8% の多剤耐

性菌（初回耐性）が検出されている。WHO による国際比較調査によれば、ボツワナ0.2%（1995

～ 1996 年）、コートジボワール5.3%（1995 ～ 1996 年）、ケニア0.0%（1995 年）、レソト0.9%

（1994 ～ 1995 年）、シエラレオネ 1.1%（1995 ～ 1996 年）、スワジランド 0.9%（1994 ～ 1995

年）、ジンバブエ 1.9%（1994 ～ 1995 年）であり、国全体を対象としたサンプルサーベイとの

差異を考慮する必要はあるが、アフリカ大陸においては極めて高い集積をみせている。
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（4）国際協力事業団（JICA）は、ザンビア政府の要請に基づき、1989 年 4 月から 1995 年 3 月ま

で実施した「感染症プロジェクト」において、 UTH にウイルスラボを設置し、ウイルス学的検

査技術の基礎づくりに対して支援を行った。同プロジェクトは、ポリオのウイルス診断技術の

確立やインフルエンザのウイルスサーベイランス等の具体的成果として結実した。続いて 1995

年 4 月から 2000 年 3 月まで実施した「感染症対策プロジェクト」では、ウイルスラボの機能強

化を図り、HIV を新たな活動対象として加え、遺伝子検査技術（PCR）及び免疫学的検査技術

（フローサイトメトリー）を導入するとともに、TB ラボの新設を行った。これら過去の協力実

績を踏まえ、両検査室の更なる機能強化を目的とした要請がザンビア政府より我が国に対して

提出された。同要請を基に、これまで現地 JICA 事務所、関連分野でUTH に派遣中の個別専門

家（御手洗氏、市山氏）等を通じ、先方関係者と公式・非公式な意見交換を行ってきた。

（5）それを受け、JICA は 2000 年 11 月、短期調査員 5 名をザンビアに派遣し、先方政府関係者

も交えたプロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）ワー

クショップを行い、プロジェクトの基本計画を策定した。調査結果はプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（ドラフト版）に取りまとめられた。

1 － 2　調査団派遣の目的

（1）短期調査において取りまとめた事項を基に、マスタープラン、活動内容、投入規模、暫定活

動計画について協議し、合意事項を討議議事録（Record of Discussions：R／D）及びミニッツ

（Minutes of Meetings：M／M）にまとめ、締結する。

（2）プロジェクト開始前までに双方が実施すべき事項について協議し、確認する。

1 － 3　調査団の構成

担当分野 氏　名 所　　属

団長・総括 山本　直樹 東京医科歯科大学大学院　医歯学総合研究科ウィルス制御学分野　教授

HIV／AIDS 免疫学 照沼　裕 山梨医科大学　微生物講座　講師

HIV／AIDS 母子感染 若杉なおみ 国立国際医療センター研究所疫学統計研究部　部長

協力政策 古賀　達朗 外務省　経済協力局技術協力課　課長補佐

案件管理 横井　健二 （株）ジャタコ　海外営業部アジア開発課　課長

協力計画 境　勝一郎 国際協力事業団　医療協力部　医療協力第二課　職員
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１－4.　調査日程

日順 月日 曜日 日程・調査協議内容 行動・移動

1 3月14日 水 移動 成田発（古賀団員以外）

2 3月15日 木 移動
午後： JICAザンビア事務所打合せ

ルサカ着（古賀団員以
外）

3 3月16日 金

午前：UTHウイルス及びTBラボ視察
UTH病院長（Dr. Chomba）表敬

午後：保健省次官（Dr. Bulaya）表敬
UTHウイルス及び TBラボカウンターパート
との打合せ

4 3月17日 土 午前：資料整理
午後：カウンターパートとPDM、POについて協議

成田発（古賀団員）

5 3月18日 日 午前：UTH小児科、内科スタッフと情報交換
午後：団員打合せ、R／D及びミニッツ案作成

ルサカ着（古賀団員）

6 3月19日 月

午前：米国厚生省疾病管理予防センター（CDC）
（Mr. Nelson）との打合せ
ザンビア大学（UNZA）医学部長
（Prof. Munkonge）表敬
財務経済開発省部長（Dr.Musunga）表敬

午後：ノルウェー開発協力庁（NORAD）
（Ms. Hamwela）との打合せ
通信交通大臣（Prof.Luo）表敬（前保健大臣）
UNZA副学長（Prof. Chanda）表敬

7 3月20日 火

午前：母子感染（MTCT）サイト視察
午後：保健省次官、UNZA副学長とR／D署名
　　　MTCTワーキンググループとの協議
　　　団長主催夕食会

8 3月21日 水

午前： JICAザンビア事務所報告
在ザンビア日本国大使館報告

午後：移動 ルサカ発
ヨハネスブルグ着

9 3月22日 木

午前：南アフリカ日本国大使館表敬
午後：南部アフリカ開発協同体（SADC）保健セク

ター調整ユニット（Ms. Lebese）
JICA南アフリカ事務所表敬
保健省HIV／AIDSユニット（Dr. Simelela）

10 3月23日 金 午前：移動 ヨハネスブルグ発

11 3月24日 土 移動 シンガポール経由
成田着

注：南アフリカ共和国（以下、「南アフリカ」と記す）
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1 － 5　主要面談者

〈ザンビア側関係者〉

（1）保健省（Ministry of Health：MOH）

Dr. Kashiwa Bulaya Permanent Secretary

Mr. V. Musawe Director Planning

（2）中央保健庁（Central Board of Health：CBoH）

Dr. Ben Chirwa Director of Clinical Care and Diagnostic Services

Ms. Grace Kahenya Laboratry specialist

Mr. Moffat Malukutu TB control officer

（3）ザンビア大学付属教育病院（University Teaching Hospital：UTH）

Dr. E. Chomba Managing Director

Dr. Victor Mudenda Director of Laboratory

Dr. Lyndon Kafwabulula Head of TB Laboratory

Dr. Francis Kasolo, Head Virology Laboratory

Dr. M. A. Monza Deputy Head, Virology Laboratory

Dr. Jubra Muyanga Medical Doctor, Virology Laboratory

Dr. Margaret Siwale MTCT Working group

Dr. Monze Mwaka Virology Laboratory

Mr. Thmothy Kantenga Chief technologist

（4）ザンビア大学（University of Zambia：UNZA）

Prof. Mutale W. Chanda Vice Chancellor, The University of Zambia

Prof. Elizabeth C. Mumba Deputy Vice-Chancellor, UNZA

Prof. L. Munkonge Dean, School of Medicine

Mr. Trevor Kaile Head of Path. & Micro department

（5）運輸通信省（Ministry of Transportation and Communication）

Hon. Prof. Nkandu Luo Minister（前保健大臣）

（6）財務経済開発省（Ministry of Finance and Economic Development）

Ms. Agness Musunga Chief Economist
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Mr. Akopulua Economist, Japan desk

（7）米国厚生省疾病管理予防センター（CDC）

Mr. David B Nelson Adminsitrative Director, Gloval AIDS Programe, American Embassy

（8）ノルウェー開発協力庁（Norwegian Agency for Development：NORAD）

Ms. Dorothy V. Hamuwele Programme Officer, Civil Society

（9）米国国際開発庁（USAID）

Mr. Robert M. Clay Director, Population Health Mutrition Office

〈南アフリカ側関係者〉

（1）Department of Health

Ms. C. Makwakwa Director, International Health Liaison

Dr. Nono Simelela Chief Director, HIV／AIDS／STIs

Ms. Celcia Serenata Deputy Director, HIV／AIDS／STIs

Dr. Zuki Pinini Clinical Advisor, Treatment, Care & Support

Ms. Dikeledi Tshukudu Director, HIV／AIDS, Western Cape Province

（2）南部アフリカ開発共同体（SADC）

Ms. Lebogang F. Lebese Health Sector Coordination Unit

〈日本側関係者〉

（1）在ザンビア日本国大使館

早乙女　光弘 特命全権大使

山口　寛 医務官

木村　孝司 二等書記官（経済協力担当）

稲垣　妙子 専門調査員

（2）JICA ザンビア事務所

佐々木　克宏 所　長

大田　孝治 次　長

吉村　悦治 所　員
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座間　智子 所　員

豊吉　直美 企画調査員（保健医療）

Mr. Lubinga Festus Program Officer

（3）JICA 専門家

御手洗　聡 細菌学

市山　浩二 HIV／AIDS

浜田　哲郎 技術協力開発計画

（4）ルサカ市プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト

広田　眞美 公衆衛生

岡安　利治 プライマリー・ヘルスケア

廉野　光明 機材保守管理

（5）在南アフリカ日本国大使館

今井　治 公　使

石塚　勇人 一等書記官

（6）JICA 南アフリカ事務所

高橋　嘉行 所　長

今村　嘉宏　　 次　長

池田ラーヘッド和美 企画調査員（開発計画／兼轄国援助調整）
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2．要　約

2 － 1　調査確認事項

本調査団は、対処方針に基づき、本プロジェクトの実施についてザンビア側と合意し、3 月 20

日、保健省次官及びザンビア大学副学長とともに、R／D 及びM／M に署名した。

対処方針会議に基づく、主要な協議事項の結果は、別表に取りまとめた。



表－１　調査確認事項

調査項目 短期調査結果 実施協議調査団　対処方針 実施協議調査団　調査結果

1.　プロジェク
トタイトル

英文：HIV／AIDS and Tuberculosis
Control Project
和文：HIV／AIDS及び結核対策プロジ
ェクト

英文：Strengthening Laboratory System for
HIV／AIDS and TB Control Project
和文：短期調査結果と同じ

英文：The Strengthening of Laboratory Systems
for HIV／AIDS and TB Control Project
（下線が変更部分）
和文：対処方針と同じ

2.　R／D の先
方署名者

Permanent Secretary, Ministry of Health及び
Vice Chancellor（UNZA）を署名者とし、
witness としてMinistry of Finance and
Economic Developmentの代表者が署名。

対処方針と同じ。Ministry of Finance and
Economic Developmentについては日本担当
の Chief Economist (Bilateral Cooperation,
Department of External Resources)が署名。

3．PDM
　協力期間

2001年 3月 30日～2006年 3月 29日 対処方針どおり

ターゲット
グループ

Communities (People affected／ infected
by HIV／TB, Health Care Providers,
Health Care Educational Institutions)

People affected／infected by HIV／TB, Health
Care Providers, Health Care Educational
Institutions（Communitiesを削除）

対処方針どおり

上位目標 Capacity of laboratory diagnosis and
surveillance of HIV／TB in Zambia is
increased.

短期調査結果と同じ 対処方針どおり

プロジェクト
目標

Laboratory services for diagnosis and
surveillance for HIV／TB in Zambia are
strengthened

短期調査結果と同じ Capacity of laboratory diagnosis and
surveillance of HIV／AIDS and TB in the
Republic of Zambia is increased（下線が変更
部分）

―
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成　果 1．Performance of laboratory techniques
in the central laboratories for HIV／
AIDS and TB surveillance are
improved.

2．Performance and quality of peripheral
labs for HIV／AIDS and TB test are
improved

3．Utilization of the lab service by
clinicians is improved.

4．Diagnosis and surveillance data
generated by the project is utilized
widely by all stakeholders (i.e. GRZ,
other donors, health workers, etc.)

5．Collaboration with HIV／TB working
groups and Chest Diseases Laboratory
(CDL) is institutionalized

短期調査結果と同じ 1. Performance of laboratory techniques in the
central laboratories for HIV／AIDS and TB
surveillance are improved.

2. Performance and quality of peripheral labs
for HIV／AIDS and TB test are improved

3. Utilization of lab services by clinicians is
improved.

4. Diagnosis and surveillance data generated by
the project is utilized widely by all
stakeholders (i.e. GRZ, other donors, health
workers etc.)

5. Collaboration with HIV／AIDS and TB
working groups and Chest Diseases
Laboratory (CDL) is institutionalized.

（下線が変更部分）

活　動 短期調査結果と同じ 文法等の軽微な修正のみ

指標・外部条
件等

短期調査結果と同じ 文法等の軽微な修正のみ

PDMの見直し プロジェクト開始後６か月間、PDMの見直
しを行うこととし、M／Mに記載した。修
正の必要があれば、2002年1月ごろに予定
される運営指導調査団にて合意する。

―
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4.日本側投入
1）専門家

2）機　材

3）研修員

・長期専門家 チーフアドバイザー
業務調整員
HIV／AIDS

　 結核
 その他
　免疫学や機材保守等分野は短期専門家で
対応
・チーフアドバイザーには４月の派遣前研
修を受けていただき、５月以降に赴任。

・調整員は４月 20日ごろ赴任予定。
・ HIV／AIDS及び結核専門家については、
３月30日付で現在派遣中の単発専門家に
身分を切り替えて頂く。
・長期専門家 A1 フォーム（チーフアドバ
イザー、調整員、HIV／AIDS、結核）に
ついて派遣まで時間がないため、現在ザ
ンビア側より取付中。

・ A4 フォームに記入する供与機材内容に
ついては、基本的に薬品は含められない
ため、下記のようなアイテムに限られる
ことを説明し、ザンビア側へフォーム様
式を手交して、提出を依頼する。
・ Lab bench
・ Test kit and diagnostic materials
・ Computers

・ R／D において人数については触れず、
実施についてのみ言及する。
・初年度の A2、A3 フォームの早期提出を
依頼する。

対処方針どおり

大泉チーフアドバイザー 5月 14日、日本
発予定。

横井調整員 4月 22日、日本発予定。

御手洗・市山専門家、プロジェクト専門家
に身分を切り替え済み。

A1フォームはアドバンスコピー取り付け
済み。

供与機材内容については、消耗品である試
薬を含まないことで合意済み。
A4フォーム記載機材項目につき、帰国後、
国内にて検討のうえ、ザンビア事務所に連
絡し、A4フォーム取り付けを指示するこ
ととした。

対処方針どおり

カウンターパート研修員はHIVウィルス学
２名、結核診断法１名の計３名。HIVウィ
ルス学のうち、１名はProject ManagerのDr.
Kasoloを予定。
残り２名は横井調整員赴任後、確認する。
あわせて、要請書の提出を督促する。
加えて、長期研修員１名あり。

―
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5.ザンビア側
投入
1）人員配置

2）施設設備

3）専門家執
務環境

・プロジェクト代表者及び実施面責任者に
ついて再確認する。

・また検査室の現場において、現在、HIV／
AIDS 及び結核分野の単発専門家のカウン
ターパートとなっている人物が引き続きプ
ロジェクトのカウンターパートとして活動
可能なのか確認する。

・医療器材の保守技師が固定したカウンタ
ーパートとして確保されるかどうか確認
する。

・現在ある施設を最大限活用していくのが
望ましいが、結核検査室は整備が必要と
されているようであり、調査時に状況を
確認し、必要があれば基盤整備費等で対
応する。

・現在、単発専門家が使用しているオフィ
スを本プロジェクトオフィスとして引き
続いて使用することをザンビア側に提案
する。
ただし、専門家の人数が増えるため、現
オフィスが小さい場合は、より大きなオ
フィスの確保をザンビア側に保証させ
る。

Project Director（代表者）: UTH病院長
Project Co-Director : UNZA医学部長
Deputy Project Director : UTH検査サービス
部長
Project Manager（実施責任者）: ウィルス
検査室長及び結核検査室長（ただし、結核
検査室長は現在空席）

確認済み

確認済み

結核検査室を含め、研修室、教材作成室等
を網羅した施設を隣接する場所に建設する
必要性が認められた。

現在のオフィスを引き続き使用可能。全プ
ロジェクトチーフアドバイザー室及びその
前室（調整員用）が使用可能。ただし、ス
ペースは限られるため、2）で述べた新規
施設の建設が必要と思われる。

―
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6．プロジェ
クト実施体制
1）実施機関

2）実施体制

UTH検査室、特にTBラボとCDLとの役割分
担及び協力関係を明確にする必要がある。

短期調査時にザンビア側にUTH／TBラボを
国家結核対策にどのように位置づけるか、
調整を依頼した経緯があり、現在の調整状
況につき確認する。

結核においては、CDLがナショナル・レフ
ァレンスラボであり、UTHはPeripheralラボ
の一つ。CDCがCDLを中心に大規模な協力
を行うことが判明したため、日本国内の支
援機関となる結核研究所とも協議のうえ、
CDCとの綿密な連携が必要である。

7．プロジェ
クト開始時期

・本プロジェクトは2001年案件である旨、
ザンビア側から理解を得て、単発専門家
の身分を切り替える3月30日をもってプロ
ジェクト開始時期とする。

・協力期間：5年間

対処方針どおり

8．暫定実施
計画（TSI）

・現在の PLAN OF OPERATION（PO）をザ
ンビア側に提示したうえで協議し、最終
的なものを作成する。

　調査日数が限られていたため、PO につ
いては十分協議ができなかった。M／M に
てプロジェクト開始後６か月に PDMと PO
の詳細検討を行う旨、合意したので、チー
フアドバイザー及び調整員赴任後、集中的
に協議を行う必要がある。
　PDM及びPOの修正が必要であれば、2002
年 1 月頃に派遣予定の運営指導調査団にて
合意をする。

9．プロジェ
クト・ドキュ
メント

ドラフト作成済み。 チーフアドバイザー・調整員赴任後、ザン
ビア側と協議を重ね、運営指導調査団にお
いて合意する必要がある。

―
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2 － 2 プロジェクト実施上の留意点

（1）プロジェクト開始後 6 か月間で PDM と PO の詳細を検討することについて

今回アメリカ合衆国のCDC が、結核の検査技術を充実させるためのプロジェクトを本格的

に立ち上げていることが判明した。特に結核検査について、我々のプロジェクトと重複してい

るところがかなりある。また、PDM や PO の活動内容をより詳細にすべきところが残っている。

したがって、プロジェクト開始後最初の 6 か月間でPDM と PO の詳細を更に検討し、必要に応

じて修正することをザンビア側と合意し、M／M に記載した。

具体的には、これから 9 月いっぱいを目処にザンビア側とPDM や PO の活動内容の詳細を検

討し、国内委員会でその内容を承認し、2002 年早々に予定されている運営指導調査団において

ザンビア側と修正案を承認するという日程を考えている。

また、PO については、プロジェクト開始後早い時期に、各活動のザンビア側実施責任者を

特定し、責任の所在を明確にする必要がある。

（2）CDC ／ CDL の結核対策との重複、調整（peripheral ラボの結核の塗沫検査のトレーニング

について）

CDC はザンビアに対し、FY2000 は 150 万米ドル、FY2001 には 323 万米ドルという大規模

な投入をHIV／TB／STI に対して行う予定であることが判明した。その3 分の1 をCDL（Chest

Disease Laboratory、結核（TB）のナショナル・レファレンスラボ、オランダの援助が途絶え

た後、機能が衰退している）に入れ、CDL のてこ入れとグレードアップ、TB 検査トレーニン

グを通して全国の TB 対策を改善させようとしている。UTH の TB ラボは CDL が機能不全の

間年間 3 万検体の処理などで貢献してきており、UTH ラボの価値を CDC は認めている。今後

CDC はCDL を、JICA はUTH のTB ラボをサポートすることにより、Quality Assurance System

とトレーニングコースを協調、連携しながら一つのものにしていくことがめざされるべきであ

ろう。このためにプロジェクト開始後、国内支援機関となる結核研究所の方針に基づいたうえ

で、CDC との間で綿密な検討が必要であろう。

（3）National HIV／AIDS／STD／TB Council の Working group の 4 つ（voluntary counseling

and testing （VCT）and care、mother to child transmission （MTCT）、HIV vaccine and

treatment、TB）へのプロジェクトの有機的かかわりと貢献について

ザンビアでのエイズ及び結核対策には多くのドナーが参画しているが、UTH プロジェクト

による検査体制強化を通しての貢献にはUNAIDS、UNICEF、USAID、CDC、NORAD などほ

とんどのドナーが同意と期待を示している。なかでも上記の working group への quality as-

surance と研究面への側面サポートは重要である。また南アフリカ政府やSADC との域内協力・
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南南協力の内容として将来的にはザンビアにおける VCT を第三国研修の対象とすることが

Project Manager である Dr. Kasolo からも提案されている。プロジェクト開始後の PDM、PO

の練り直しの際に、output 5 （working group との collaboration）の部分を更に膨らまして具

体的にし、何ができるかを示していく必要があろう。

そのためには、プロジェクトに強くかかわる VCT and care、MTCT、HIV vaccine and

treatment、TB の 4 つの working group へは UTH ラボ代表として、専門家またはカウンター

パートが常時メンバーとして参加し、情報を収集すると同時にプロジェクトの活動成果の発信

とその有効利用を積極的に行うべきである。

（4）HIV／TB ラボの施設拡張の必要性について

細胞培養室はこれまでのプロジェクトで確立したポリオウイルス、麻疹ウイルス、インフル

エンザウイルスなど様々なウイルスの分離などの routine 検査の目的に使用されており、今回

開始された AIDS と結核を中心としたプロジェクトには、そのための新しいスペースと安全

キャビネットなどの設備が必要である。HIV の場合は contamination などの点からも、他のウ

イルスの分離培養と完全に分離して考えるべきである。

また、UTH／TB ラボは、病院の中央検査室の一部を利用して運営されているが、施設その

ものは 1970 年ころのものであり、現在の結核菌の取り扱い基準を満たしていない。さらに、占

有する検査室の面積が狭いため、検鏡や培養が可能な検体数が制限されている。

今回、UTH の検査室にどこか利用できるスペースがないか確認したが、現状ではそのような

スペースが準備できない。したがって、検査容量の拡大、検査室で働くスタッフ及び周辺地域

の安全の面からも基準を満たした施設の拡充が必要と思われる。

（5）JICA 以外の協力による研究のUTH ラボへの受け入れとUTH ラボの自立について

新興感染症であるHIV／AIDS の予防と治療については、いまだ決定的な解決策は存在せず、

ザンビアが位置する南部アフリカでは世界で一番HIV が流行している場所であり、HIV の感染

者数もAIDS の発症者数も増加の一途をたどっている。また、HIV 感染者の増加に伴って結核

の発症者も増加している。このような状況を大きく変革するためには、新たな研究成果に基づ

く新しいアプローチが必要とされている。そのためには、今後 HIV／TB 対策の学術的基礎と

なる種々の研究の足場として、UTH ラボは更に活用されるべきである。

また、このような新たな有効な対策をザンビア及び南部アフリカに打ち立てるためには、こ

のラボが長期間維持されることが重要である。そのためにはUTH ラボが単なるUTH の検査室

というだけでなく、南部アフリカの中心的 Public Health Laboratory として自立していくこと

が必要であろう。ウイルスラボと TB ラボが将来自立して運営されていくようになるためには、
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継続的に共同研究を行い、ラボの運営に必要な経費が流入してくるように体制を整えていく必

要がある。そのためには、ラボスタッフが研究プロジェクトを研究倫理と経理の面を含めて適

切に運営していく経験を積んでいく必要がある。またラボ内の責任体制を明確にし各自が義務、

達成目標、責任を果たすシステムをつくっていくことや、ラボ内会議、検討会、勉強会を今よ

りもっと強化し、定例化し、記録をとることなどが必要である。

JICA プロジェクトが、すなわち研究でないことは PDM にも明確であり、常にプロジェクト

と研究の線引きは必要であるが、それは研究的要素を排除することを必ずしも意味するもので

はない。現在、既に行われているようなアメリカ合衆国の研究グループとの共同研究、また日

本の研究グループ、研究プロジェクトなども広く受け入れて、UTH ラボの HIV 研究・開発へ

の貢献度を高めることは、プロジェクトの活動に支障を及ぼさないという前提のうえで、積極

的に行っても良いと思われる。

その場合、日本と諸外国の研究目的、費用、成果の発表などを透明性をもって対処するよう

にし、JICA プロジェクトとして現状を把握していく必要がある。そのうえで、成果については

研究の施設とザンビアの人材を育てた JICA プロジェクトの成果としても、積極的に発信され

るべきである。

また、ザンビア側カウンターパートが研究に専念するあまり、プロジェクトの活動をおろそ

かにしないことにも注意すべきである。
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3． プロジェクト実施体制

3 － 1　ザンビア側実施体制

本プロジェクトのProject Director は UTH 病院長であるが、UTH の組織が保健省と教育省の両

省の管轄下であるため、UNZA の医学部長も Project Co-Director として責任者となった。また、

プロジェクトの活動がウイルス研究室と結核研究室を中心に実施されるため、両研究室を統括す

るUTH 検査サービス部長を Deputy Project Director に任命し、プロジェクトの全体計画及び進

捗状況の責任をもつ体制とした。実際のプロジェクト実施に関しては、UTH のウイルス研究室長

と結核研究室長が Project Manager として運営するが、結核研究室長は調査時点で空席であった。

ザンビア政府のHIV／AIDS 対策と結核対策に係る政策は、省庁間及び官民をまたがるNational

HIV／AIDS／STD／TB Council が最高意思決定機関として存在している。このCouncil の技術的

なサポート機関としてNational HIV／AIDS／STD／TB Secretariat があり、設置されている以下

の working group のうちいくつかが本プロジェクトと深くかかわっていくこととなる。

1）Mother to child transmission

2）Vaccine and treatment

3）Tuberculosis

4）Home based care and support

5）Monitoring and evaluation

6）Information Education Communication

7）Resource mobilization

8）Orphans and vulnerable children

9）Sexual transmitted diseases

保健省は政策決定機関として存在し、実際の保健医療サービスは中央保健庁（CBoH）が統括し

ている。本プロジェクトの技術移転の対象となる中央レベルの検査室はUTH のウイルスラボとTB

ラボであり、それらが中心となって保健政策に具体的なデータを提供する研究や、地方レベルの

HIV 検査や結核検査を提供している保健医療サービス施設の検査室の機能強化などの活動を実施

することとなっている。

3 － 2　日本側実施体制

UTH ウイルス研究室と隣棟の結核研究室がプロジェクトの拠点なり、UTH、保健省、他援助機

関と連携を取りながら活動を行っていく予定である。専門家はチーフアドバイザーをリーダーと
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して、業務調整員並びに他の専門家でチームを構成する。

プロジェクト開始後は、現在UTH に JICA より個別派遣されている御手洗聡専門家（細菌学）と

市山浩二専門家（HIV／AIDS）をプロジェクト専門家に切り替えることとなっている。2001 年 4 月

に業務調整員、5 月にはチーフアドバイザーが派遣され、本格的に稼動する予定である。

5 月に結核研究室の技術指導を担当している御手洗専門家が任期終了とともに帰国することに

なっており、後任は長期専門家を予定しているが、リクルートの状況によっては短期専門家で対

応する可能性もある。またHIV／AIDS 分野については、既存技術の向上に加え新技術の導入、発

生動向サーベイランス、地方レベルのHIV 検査技術の向上まで、指導科目が多岐にわたって急を

要する活動も多いことから、7 月ごろよりもう 1 名の長期専門家の派遣を検討している。長期専門

家チームは 4 ～ 5 名の体制となる予定である。

短期専門家は、ウイルス学、細菌学、機材保守管理、免疫学、疫学／生物統計などの分野が予

定されている。チーフアドバイザーが赴任した後から、ザンビア側の実施体制も確認しつつ、適

切な専門家派遣の時期、人数などを含む活動計画を作成することとなっている。今回、ザンビア

側と合意した PDM 及び PO は、更に詳細を検討する必要があるため、プロジェクト開始後 6 か月

をかけてこれらの詳細検討を行い、修正が必要であれば、国内委員会にて検討し、2002 年早々の

派遣を計画している運営指導調査団にてザンビア側関係者と協議のうえ、合意することとした。

3 － 3　後方支援

東京医科歯科大学、山梨医科大学医学部、東北大学医学部、山形大学医学部、国立国際医療セ

ンター、（財）結核予防会結核研究所で構成される国内委員会が専門家のリクルート、研修員の受

入れ、現地での技術指導への助言など全面的な後方支援を行う。また 2000 年 3 月までUTH にお

いて実施された、ザンビア感染症対策プロジェクトで関係の深かった東北大学などからも側面支

援を受ける予定である。

3 － 4　合同調整委員会　（Joint  Coordinat ing Commit tee  ）

委員会議長は保健次官、若しくは次官が指名する代理人が勤める。ザンビア側のメンバーはUTH

病院長、UNZA 医学部長、UTH 検査サービス部長、UTH ウイルス検査室長をはじめとする日本人

専門家のカウンターパート、中央保健庁の代表、及びその他ザンビアと日本側が必要を合意した

者である。日本側としては、JICA ザンビア事務所長、チーフアドバイザー、業務調整員、専門家、

JICA によって派遣された者である。オブザーバーとして、日本国大使館からの代表が参加する。

本委員会はプロジェクトに関する実施決定の最高機関として、R／D に基づくプロジェクトの基

本方針、年間計画の策定とともにプロジェクトの進捗状況をレビューすることとなっており、少

なくとも年に 1 度は開催する。
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プロジェクトの活動では、関連政府working group との連携促進を目的としたプロジェクト運

営会議をworking group と定期的に開催することが計画されている。また臨床部門と検査部門の

月例会議やプロジェクトの成果を広範な利用を促すために保健省と中央保健庁との定期的成果公

表会議も計画されていることから、合同調整委員会会議との位置づけを明確にする必要がある。

3 － 5　他援助機関との連携

今回はCDC 及びNORAD との協議を行い、本プロジェクトの内容を説明し、今後の協調を確認

した。他のドナーについては、ドナー会議の場において本プロジェクトの実施につき、説明して

いく必要がある。

以下に現時点で協調連携が想定される項目について記載する。

（1）地方ラボの結核の塗沫検査のトレーニングについて

2 － 2 でも述べたように、CDC が CDL の機能を強化し大規模な結核対策を行う予定である

ことが判明した。CDL にはシニアスタッフがおらず、今後はCDC が CDL の検査技師を使っ

てナショナル TB レファレンスラボとして、TB コントロールのためのスタッフトレーニング

を行うことになろう。したがって、PDM に予定されている TB コントロールのためのスタッ

フトレーニングは、CDC が行うトレーニングに合流し、統一されたものになる必要がある。こ

のためにプロジェクト開始後、国内支援機関となる結核研究所の方針に基づいたうえで、CDC

との間で綿密な検討が必要であろう。

（2）VCT について

National programme としてのVCT のサイトは現在合計30 か所であり、24 か所が政府によ

り、6 か所がカラカウンセリングなどのNGO によって運営されており、このプログラムの中

心となって活躍しているのが本プロジェクトの Project Manager となるカウンターパートの

Dr. Kasolo（UNZA 医学部付属病院ウイルス検査室室長）である。2001 年はこのVCT サイト

を 60 か所までに増やす予定であるとのことである。この national programme へは NORAD

がこれまで検査キットの供給とカウンセラーの養成を通して協力を行ってきたが、検査キッ

トについては JICA による医療特別機材供与によって 4 年間供与されることになり、NORAD

はその分の経費をカウンセラーの養成にまわすことを検討しているとのことである。本プロ

ジェクトでは地方ラボの検査技師に対するトレーニングを計画しているので、このVCT サイ

トの検査技師のトレーニング及び検査の quality assurance を優先的に行っていく予定である。
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（3）MTCT について

MTCT working group ではUNICEF などの援助により、6 サイトで1 万人の妊婦にVCT を

行い、HIV に感染している妊婦に対しては抗HIV 剤による母子感染の予防を行うプログラム

を開始していたが、2001 年に入り、UNICEF より 2001 年末までにMTCT のサイトを増やし、

VCT の対象とする妊婦を 10 万人にするように要請を受けたとのことである。しかし、その有

効性は適切に評価されていない。

Working group では HIV に感染している母親から生まれた子ども 400 例について、本プロ

ジェクトで子どものHIV 感染の有無を検討することで、抗HIV 剤による母子感染の予防のプ

ログラムが有効に機能しているのかどうかを確認することを希望している。

また、使用薬剤はAZT（UNICEF／UNAIDS から提供）又は nevirapin（スウェーデンやカ

ナダから提供予定）だが、現在のザンビアでのこれらの薬剤に対する薬物耐性の現状は不明で

あり、現状での薬物耐性HIV-1 の蔓延状況についてもモニターを行うことを期待されている。

さらに、MTCT programme の VCT は原則的にはVCT サイトを利用して行うことになって

おり、本プロジェクトでは、VCT サイトの検査技師のトレーニング及び検査の quality assur-

ance で間接的な支援も行っている。

今後、これらのデータに基づき、Working group や薬を提供しているドナーに対し、適切

な提言を行っていくことが、本プロジェクトに求められている。

（4）HIV vaccine strain survey について

HIV 対策で現在大きく注目されているのは発展途上国で蔓延しているHIV-1 に対するワク

チン開発である。そのためのスタートとしてどのようなHIV-1 が蔓延しているかを調べるこ

とが重要である。そのためにWHO／UNAIDS がウイルスラボにHIV-1 の strain をサーベイ

するように依頼してきている。この依頼に応え、国際的なワクチン開発の際にザンビアで蔓

延しているHIV-1 に対しても有効なワクチンが開発されるように積極的な情報の発信とWHO

／UNAIDS との情報交換と協調が大切である。

3 － 6　活動環境の整備

プロジェクト事務所は、前の感染症対策プロジェクトが利用していたUTH のウイルスラボの一

部を使用する予定で、チーフアドバイザー室とその前室を、調整員と書籍や資料を保管するため

に日本側が利用することが可能である。長期専門家の部屋は研究室のカウンターパートと同室と

なり、簡単に出入りできる狭いスペースにファックスやコピー機が設置してあり、あまり良好な

環境とはいえない。今後、研究職のカウンターパートが増員されることになっており、相手側に

も就労体制、研究意欲に影響を与える可能性がある。
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この部屋にある電話線は国際電話と国内の通話とファックス、インターネットをプロジェクト

と現地側が共同利用することとなっている。通信の管理、安全対策上から改善の検討と、ホーム

ページの作成や研究者が必要な情報にアクセスできるよう、電話回線の増設や環境整備を検討す

る必要がある。

ウイルスラボには最大 10 名ほどの研修員を受け入れられる研修実験室があり、本プロジェクト

では国家HIV レファレンスラボとして地方レベルのラボスタッフの育成などに活用される予定で

あるが、研修実験室はHIV／AIDS のみでなく他の目的でも頻繁に利用されている。TB ラボには

同様の施設はなく、プロジェクトで計画している TB ラボスタッフの研修もここで実施しなけれ

ばならない。研修やワークショップにおいて講義を行う教室や教材を作成したり、準備するスペー

スの確保も検討しなければならない。

UTH ラボは前の感染症対策プロジェクトで築き上げた成果により、ポリオ、インフルエンザ、

HIV／AIDS などのナショナル・レファレンスラボとしての責任とともに、ルーチン業務も拡大し

ており、実験者及び周りの環境に対する安全性の考慮も検討する時期になってきている。

2 － 2 で述べたように安全性の観点から検査室の拡張が是非必要と考えられる。
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4． プロジェクト実施計画

4 － 1　プロジェクトの要約

（1）プロジェクト名

The Strengthening of Laboratory Systems for HIV／AIDS and TB Control Project

（日本語名はエイズおよび結核対策プロジェクト）

（2）プロジェクト目標

Labora tory  serv ices  for  d iagnos is  and  surve i l lance  for  HIV／AIDS and TB in  the

Republic of Zambia are strengthened.

（3）成　果

1）Performance of laboratory techniques in the central laboratories for HIV／AIDS and TB

surveillance is improved.

2）Per fo rmance  and  qua l i ty  o f  pe r iphe ra l  l abora to r i e s  fo r  HIV／AIDS and  TB a re

improved.

3）Utilization of laboratory services by clinicians is improved.

4）Diagnosis  and survei l lance data  generated by the project  is  ut i l ized widely by al l

stakeholders （i.e. GRZ, other donors, health workers etc.）.

5）Collaboration with HIV／AIDS and TB working groups and Chest Diseases Laboratory

（CDL）is institutionalized.

（4）協力期間

2001 年3 月30 日～2006 年3 月 29 日

（5）カウンターパート機関

The University Teaching Hospital

4 － 2　各成果別の活動

（1）Performance of laboratory techniques in the central laboratories for HIV／AIDS and TB

surveillance is improved.

1）ウイルスラボでの人の入れ替えにもかかわらず、HIV ナショナル・レファレンスラボとし
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て、HIV の seroprevalence の全国調査・periperal ラボの検査技師のトレーニング・検査キッ

トの quality assurance などが引き続き行えるように検査室の技師のトレーニングを継続す

る。TB についてもこれまでの TB の検査を行うことで検査技術の定着を図る。

2）検査室で頻繁に使用される検査機材を故障なしに長く使用するために、それを使う人たち

に機材の定期的な手入れの仕方を指導する。

3）以下の技術を導入、改善することでザンビアのHIV／AIDS 及びTB 対策に寄与する。また、

このような技術がザンビアに導入されることは、国際機関からのHIV／AIDS についてのプロ

グラムを誘致する際に重要なポイントとなる。

①　Anti-HIV drug assay

大統領の依頼で、医学部長を責任者としてUTH 内に herbal medicine の有効性につい

て検討するための委員会が活動している。この委員会で臨床的にその有効性を調べてい

る薬物に対して、試験管内での抗HIV 作用を調べることを目的とする。

②　Anti-HIV drug resistance assay

これは抗 HIV 薬に対する耐性ウイルスを検出する方法である。現在、HIV の母子感染

の予防のために抗HIV 薬が試験的に一部で使用されるようになってきている。したがっ

て、蔓延しているHIV-1 に対して、その有効性（薬物耐性）を検討、モニターすることが

急務となっている。

③　HIV strain survey

世界的に進められているHIV-1 に対するワクチン開発に対して、ザンビアのHIV-1 に

対しても有効なワクチンが開発されるように、ザンビアで蔓延しているHIV strain を調

査し、その情報を提供する必要がある。

④　HIV immunological response assay

世界で開発された、又は開発されつつある薬物やHIV-1 ワクチンが、ザンビア人に対

して有効であるかどうかを確かめるために必要な技術である。

⑤　TB drug resistance surveillance（improvement）

薬剤耐性結核菌の調査を継続する。

⑥　Anti-TB drug susceptibility test（improvement）

抗結核薬の感受性検査を改善する。

⑦　Diagnostic value of TB（improvement）

結核診断技術を改善する。

4）peripheral ラボでの HIV と結核の検査の質を評価する。

5）HIV と TB の検査についての標準作業書（Standard Operational Protocol ：SOP）を検討

し、改善すべきところがあれば現状に則するように CBoH に変更を提案する。
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（2）Performance and quality of peripheral laboratories for HIV／AIDS and TB are improved.

1）UTH ラボと CDL と peripheral ラボの間で密接に連携をとる。

2）peripheral ラボでの HIV と TB 検査の実態についてのベースライン調査を行う。

3）peripheral ラボの検査技師に対してHIV と TB の診断と検査についてトレーニングワーク

ショップを行う。

4）peripheral ラボの検査技師に対してのHIV と TB の検査のトレーニングの仕方について決

定する（結核の検査についてはCDL との協議により、決定する）。

5）peripheral ラボの検査技師に対してHIV と TB のトレーニングマニュアルを作成、配付す

る。

6）peripheral ラボの評価をし、HIV と TB の診断に必要な備品や消耗品を必要性がある場合

はクリニックに供給する。

（3）Utilization of laboratory services by clinicians is improved.

1）検査室と臨床医の間で毎月定期的に会合を行う。

2）臨床医のための検査のハンドブックを作成、配付する。

3）臨床医に対して検査結果をスムーズにフィードバックする。

4）臨床医に対してワークショップとニュースレターにより、HIV と TB の検査データの重要

性を宣伝する。

（4）Diagnosis  and survei l lance data  generated by the  project  i s  u t i l ized widely  by a l l

stakeholders （i.e. GRZ, other donors, health workers etc.）.

1）ザンビアの関係機関に HIV／TB のその関連疾患についてのニュースレターを配付する。

2）インターネットにプロジェクトのホームページを作成する。

3）MOH／CBoH とプロジェクトの活動について定期的な報告会を開く。

（5）Collaboration with HIV／AIDS and TB working groups and CDL is institutionalized.

HIV／AIDS／TB working groups や CDL などを含む定期的なプロジェクト運営会議を開く。

4 － 3　5 か年計画

基本的はPO に記載しているように行うことが望ましいが、実際には、最初の6 か月間ではPDM

と PO の詳細を検討し、必要に応じて修正する作業を行うことになっており、また、ワークショッ

プを行うためのマニュアルづくりや機材等が必要な活動についてはすぐには開始できないため、本

格的な活動は初年度の後半からになろう。
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最初の 6 か月間に PDM と PO の詳細を検討する際に、ザンビアにて検討すると同時に、日本の

国内支援機関とも十分な打合せを行う必要がある。ザンビアに導入する機材（DNA sequencer）の

セットアップのトレーニングのために、Project Manager である Dr. Kasolo に数週間研修のため

日本に招へいすることを検討している。同カウンターパートの招へいを 6 月から 9 月の間に行う

ようにして、国内支援機関との打合せもその際に行えるようにしたい。

また、4 － 2 で述べたようなベースライン調査は 1 年目にすべて済ませ、評価の際に利用できる

ように準備することが必要である。

トレーニングワークショップについても初年度後半から開始するようにし、その際に利用す

るマニュアルは最初は暫定版を作成し、ワークショップとその後のフォローアップをくり返しな

がら改訂版を作成し、最終的に完成度の高いものをプロジェクトが終わるまでに作成する予定で

ある。

その他の活動についてはPO などに従って順次、活動を開始し、問題点についてはプロジェクト

チームと国内委員会で緊密な連絡を取りながら、ザンビア側と話し合い、調整しながら進めてい

く必要がある。
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5.  その他特記すべき事項

5 － 1　HIV／AIDS 南部アフリカ域内協力・南南協力についての南アフリカでの調査について

SADC を構成する南部アフリカ 14 か国では、一国でのHIV 感染者世界最大 470 万人を抱える南

アフリカ、Prevalence 世界一（36％）のボツワナに代表されるようにHIV／AIDS が猛威を振るっ

ている。この南部アフリカ地域におけるHIV／AIDS 等の感染症対策については、沖縄感染症イニ

シアティブなどに基づき、協力を強化する方針が政府より打ち出されている。今回の南アフリカ

訪問は SADC や南部アフリカという枠組みで、そのHIV／AIDS の現状とザンビアのUTH ラボの

役割を捕らえ直し、今後の技術協力の可能性を検討することが目的であった。

南アフリカ政府は、安価なジェネリック薬を輸入できるように法律改正したことにより、世界の

39 の製薬会社から訴訟を受けている最中であるが、国内、更に SADC へのHIV 対策は統一されず

混迷しているという印象を受ける。特に行政面でのHIV 対策の遅れは目にあまるものであった。南

アフリカは南部アフリカのなかでは先進的なエイズ研究が大学レベルでされている国であるが、そ

の研究は大学での研究ということにとどまっており、その結果が州、更には国というレベルに還元

されていない。また、州ごとでHIV 対策への取り組みについて大きな格差が存在している。

現在、HIV／AIDS 対策の際に最も基本となることは、検査室でHIV の抗体検査が正確に行われ

ることである。これは輸血の際の safe blood の確保やVCT の基本になる手技であるが、この抗体

検査がきちんと行われているかどうかも不明な状態である。また、MTCT については薬によって

HIV の感染が予防できる方法があるが、南アフリカでも研究レベルでは行われているが、行政レ

ベルではMTCT プログラムの積極的な導入は検討されていないようであった。

VCT 対策に関してはウガンダの成功例を除いて、良く進展しているのはザンビアであろう。ザ

ンビアからできる域内協力、南南協力の項目は VCT であるとはカウンターパートの Dr．Kasolo

の意見でもある。第三国研修、専門家招へい、交換を通してVCT を展開する際の住民への Sensi-

tization やカウンセリングのノウハウ、post-test のケアとサポート体制、検査の精度、Quality-

assurance など VCT にかかわるトータルな研修を組むことは将来的には検討可能なのではないか

と思われる。その場合、JICA プロジェクトのUTH ラボのみならずAIDS Council が実施機関とな

り、組織的に運営される必要がある。このように、ザンビアのUTH 検査室を使ってのVCT やMTCT

の第三国研修を将来的に実施できれば、南部アフリカのHIV／AIDS 感染症対策に大きなインパク

トをもたらすことが可能であろう。
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5 － 2　ザンビア大学教育病院結核検査室の現状（御手洗聡専門家からの報告）

結核検査室（TB ラボ）の背景

UTH／TB ラボは、JICA によるザンビア感染症対策プロジェクト（1995 ～ 2000 年）の活動の一

部としてUTH の要請によって開設されたものである。1997 年までUTH は独自に TB ラボをもた

ず、すべての検体はナショナル・レファレンスラボであるCDL に送られて検査されることとなっ

ていた。ところがザンビアの結核コントロールプログラムが 1996 年以降財政的問題などから実質

的に活動を停止していること、CDL が UTH から物理的に離れたところに立地していること（およ

そ 15km）、検体の輸送、結果の返送システムが機能していないことなどから、効率的な検査が実

施されていない状況が続いていた。この状況を改善し、患者に対して効率的な医療サービスを提

供することを目的として結核検査室は開設されたものである。

結核の蔓延は、特に近年のAIDS の流行によって世界的に悪化の一途をたどっている。毎年世

界中でおよそ 800 万人の結核患者が発生し、300 万人が死亡しており、そのほとんどは発展途上国

においてである。ザンビアも例外ではなく結核患者は診断も十分正確とはいえない状況のまま治

療されている場合も多い。UTH はザンビア唯一の国立病院であり、首都ルサカに位置する。ザン

ビアの人口およそ 1,000 万人のうち約 200 万人はルサカに居住するといわれており、都市への人

口の集中化が進んでいる。したがって、結核患者の発生数も多く、1996 年に国に届け出られた結

核患者の数は 4 万 417 人にのぼっている。UTH にはChest Clinic（結核専門外来）があり、多くの

患者（疑いを含む）が末端の診療所から紹介されてきており、その数はTB ラボが統計を取り始め

た 1999 年には 1 万 5,467 人、2000 年には 1 万 2,865 人（UTH 医師の長期ストライキのため減少）

に達している。これらの患者から採取される検体の数はそれぞれの年で、喀痰では 2 万 3,105 及び

1 万 9,590 検体、喀痰以外で2,808 及び 2,930 検体に及んだ。CDL に持ち込まれる検体のおよそ90

％が UTH からのものであったことを考えると、この処理数はザンビア国内一であると思われる。

このような状況から次にあげるような問題が生じている。

（1）人員不足

現在の検査ペースでは 1 日におよそ 100 検体を処理しなければならないが、これにあたる

技師の数はわずかに 4 名であり、うちシニアのスタッフは 2 名にすぎない。現実的には検査

技師以外のスタッフ（事務係）にも業務を一部負担させている状況であり、そのため事務的な

処理（検査結果の記録など）が遅れることもしばしばである。日常業務を行うにあたって技師

数は絶対的に不足している。

（2）機材・施設不足

臨床検体からの結核の検出にはWHO の勧告により、検体塗抹標本の蛍光染色を用いている
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が、この検鏡には蛍光顕微鏡が必要である。現在使用できる蛍光顕微鏡は 1 台しかなく、一

度に 1 名の技師しか検鏡することができない。これは検査結果の遅れにもつながっている。

また、検鏡以外にも効果的な結核の診断と結核菌の薬剤感受性検査のため検体の培養を行っ

ているが、占有する検査室の面積が狭いため、インキュベーターを 3 台設置するのが限界で

あり、そのため培養可能な検体数が制限されている。現在は感受性検査のために塗抹陽性の

検体のみ培養を行っているが、本来は診断のためにも感度の高い培養検査を行うべきであり、

この面でも施設の不備は深刻である。

（3）安全面での問題

UTH／TB ラボは病院の中央検査室の一部を利用して運営されているが、施設そのものは

1970 年ごろのものであり、現在の結核菌の取り扱い基準を満たしていない。結核菌は強毒菌

であり、検査技師の感染率は一般の2 倍であるといわれており、取り扱いはClass IIIB となっ

ている。現在検体の処理に使用している安全キャビネットは区分的にはClass II 以下であり、

安全上の問題がある。検査室で働くスタッフ及び周辺地域の安全の面からも基準を満たした

施設があることが必須である。
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